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日本郵便株式会社及び日本郵政キャピタル株式会社との資本業務提携に基づく 

物流専用ドローンの開発状況に関するお知らせ 

 

当社が、日本郵便株式会社及び日本郵政キャピタル株式会社との資本業務提携に基づき、無人航空機（ド

ローン）による配送の実用化に向けた取り組みとして進めている、物流専用ドローンの開発状況について、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 経緯 

当社は、2021 年６月 15 日に日本郵便株式会社及び日本郵政キャピタル株式会社との資本業務提携

を締結し、郵便・物流領域での連携を進め、レベル４（有人地帯における補助者を配置しない目視外

飛行）での運用を前提とした物流専用ドローンの開発を進めてまいりました。 

今回、物流専用ドローンの開発の進捗として、製品（以下、本製品）のデザイン及び想定仕様が決

定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

２． 本製品の内容 

本製品は、当社の従来機体（ACSL-PF2）と比べ、空力の最適化による高い飛行性能を実現するこ

とによりペイロードの拡大を図るとともに、物流専用機として、機体上部からの配送物の収納や、機

体下部からの切り離しを可能とするなど、使用者及び利用者双方の利便性を考慮した機構を搭載して

おります。本製品の想定仕様（予定）は、以下のとおりです。 

 全長：約 1.5m×1.7m 

 高さ：約 0.5m 

 最大離陸重量：24.9kg 

 ペイロード：５kg 

 最大飛行距離：約 35km 

 

  



 

また、本製品のデザインは、「デザインで、人と未来を幸せにする。」を掲げ、カーデザイナー、プ

ロダクトデザインコンサルタントとして世界各国で活躍している TakumiYAMAMOTO 氏により、日

常的なドローン活用における社会受容性の向上を目指した機体デザインを採用しております。 

 

３． 今後の見通し 

本製品は、2023 年以降の実用化に向けて開発を進めております。 

2022 年 12 月期通期業績への影響について、本製品の開発に掛かる費用等につきましては、2022 年

11 月 11 日に公表いたしました「2022 年 12 月期 連結業績予想の修正に関するお知らせ」に織り込

み済みです。なお、2023 年 12 月期以降の業績への影響につきましては、現在精査しており、今後、

開示すべき事実が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 



 

 

   

報道関係者各位 
2022年 12月 6 日 

日本郵便株式会社 

日本郵政キャピタル株式会社 

株式会社ＡＣＳＬ 

 
日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長兼執行役員社長 衣川 和秀／以下「日本郵

便」）、日本郵政キャピタル株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 丸田 俊也）と株式会社

ＡＣＳＬ（東京都江戸川区、代表取締役社長 鷲谷 聡之／以下「ＡＣＳＬ」）は、2021年6月15日に

3社間において締結した資本・業務提携に基づく郵便・物流領域での連携を進めていますが、無人

航空機（ドローン）による配送の実用化に向けた取り組みの一つの成果として、新たな物流専用の

国産ドローンの開発状況について、お知らせします。 

         

1 概要 

（1）デザイン 

 

 

「デザインで、人と未来を幸せにする。」を掲げるTakumiYAMAMOTOによるデザイン。 

カーデザイナー、プロダクトデザインコンサルタントとして世界各国で培った知見を生かし、 

頼りになる未来の空のパートナーをイメージし、未来的でありながら親しみやすいデザインを 

考案いただきました。 

 

（2）機体の特徴 

■ レベル4（※）での運用を前提とした高い信頼性 

■ ＡＣＳＬの従来機体（ACSL-PF2）と比べたペイロードの拡大 

■ 空力シミュレーションや風洞実験を通した空力最適化による高い飛行性能 

■ 日常的なドローン活用の社会受容性向上を目指した機体デザイン  

■ 機体上部からの配送物の収納や機体下部からの切離しなど、使用者、利用者双方 

の利便性向上を前提とした搭載機構 

※レベル4：有人地帯における補助者を配置しない目視外飛行 

 

（3）想定仕様 

■ 全長 ： 約1.5m×1.7m 

■ 高さ ： 約0.5m 

■ 最大離陸重量 ： 24.9kg 

■ ペイロード ： 5kg 

     ■ 最大飛行距離 : 約35km 

    ※現時点での想定であり、実用化の際にはスペックが変更となる可能性があります。 

次世代ドローンの導入 

～ドローン配送、新たなステージへ～ 



 

 

 

2 日本郵便とＡＣＳＬの今後の取り組み 

日本郵政グループが2021年5月に発表した中期経営計画「JP ビジョン2025」では、将来の目指す 

姿として、お客さまと地域を支える「共創プラットフォーム」を掲げています。全国を網羅する 

郵便局と物流のネットワークを基盤に、生活に必要不可欠な社会インフラとしての役割を高度化 

していきます。 

   一方、ＡＣＳＬは「最先端のロボティクス技術を追求し、社会インフラに革命を」をビジョンと 

して掲げております。両社は共に、次世代に向けて社会の進化を進めるという共通の理念があります。 

   ＡＣＳＬが持つ国産ドローンメーカーとしての圧倒的な技術・運航ノウハウと、日本郵便の郵便 

局・物流ネットワークとをかけ合わせることで、配送物の差し出しやすさ・受け取りやすさを追求 

していきます。これは日本郵便にとっては、共創プラットフォームの実現に向けた戦略的なDX 

（Digital Transformation）であり、オペレーション改革投資（ITや施設・設備）の一環となります。 

両社では、企業価値の向上を目的に、経営資源や強みを生かしたシナジー効果を追求します。 

日本中のお客さまに「より便利、より安心、より快適、より豊か」をご提供するために、日本の 

物流イノベーションに挑戦します。 

 

以 上 

 

 

 


